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幼稚園の募集活動にお け る競合地 の抽出 と分析適 用

栗原隆史
＊

＜ 概要＞ GIS （地理情報シ ス テ ム）を用い て 、既設幼稚園 の 周辺地 域の 状 況や近 隣他園 と

の 地域 的な競合関係 を分析する こ とに よ り、幼稚園の 募集活動 にお け る有益な情報 提供 の 可

能性 を検証す る 。

＜キー
ワ

ー ド＞ GIS 、 幼稚園 、 募集活動 、 地域分析

1 ．は じめに

　平成 11 年度学校基本調査速報に よると、

全 国の 幼稚園で は 、 前年度か ら76 園が廃園

とな っ た。 廃園率は 0 ． 52 ％で あっ た。 こ

れを小学校の 0 ．44 ％ 、 中学校の 0 ，14 ％

と比較す る と、 幼稚園が少子化の影響をよ り

強 く受けて い るこ とが分か る。 児玉邦二 “ 1

はこの 理 由と して 、

　 1）幼稚 園の経 営基 盤の脆弱性

　 2）保育園との 競合

　 3 ）通 園範囲の 狭さ

をあげて い る。

　 3歳児か ら 5歳児までが通 う幼稚園では、

通 園範囲に は限界があ り、 幼稚園が所在する

周辺地域の 人口や年齢構成の 変化 が直接 的に

影響 して くる こ とは容易に想像で きる 。 しか

し、 これ まで の幼稚園経 営に関する研究では 、

上記の 1）や 2 ）に つ い て の もの が多 く
＊ 2

，

3 ）に関連する研究で も、新たに幼稚園等を

設置する場合の最適配置問題を対象 としたも

の
＊ 3

であ り、 既設幼稚園の 周辺地域や通園範

囲につ い て詳細に分析 したもの はみ られない 。

　本研究で は 、 既設幼稚園の 通園範囲 に つ い

て 、 GIS （地理情報シ ステ ム）を活用 した

地域分析を行い 、特 に近隣他園との競合 地を

抽出 ・分析する こ とに よ っ て 、 通園地域の現

状 と新たな募集適地 を明確に把握 し 、 既設幼

稚園の 園児募集 へ の効果的 なデータ提供 の 可

能性を検証する こ とを目的 とした 。

　幼稚園の通 園方法には ， 徒歩による通 園、

父母の 送迎 に よる通 園、幼稚園が運行する園

バ ス に よる通園の 3つ の形態があるが 、 本研

究で は徒歩に よる 通園者 と父母に よる送迎で

の通園者を対象とした 。

2 。調査データ

　本研究で は、埼玉 県新座市に設置されて い

る本学付属幼稚園をモ デル とした 。 平成 11
年度の在園者 146 名の 内、 徒歩通園者 （父

母による送迎 も含む）は 80 名 （54．8％）で

ある 。 本学付属幼稚園の周辺 に所在する他の

幼稚園の位置情報は 、 NTT の インターネ ッ ト

タウン ペ ージか ら、 新座 市内の 12 園、新座

市に隣接する朝霞市、志木市、所沢市、富士

見市、和光市、お よび東京都清瀬市の 幼稚園

67 園 を抽出 し、 それ らの 中か ら本学付属幼

稚園との 直線距離が 5 ， 000m 以 内の 34

園を選択 した。 数値地図には 、 国土地理院の

「数値地図 2500 （空間デ
ータ基盤）」を利

用 し、人 ロデータには、新座市か ら公開され

て い る 「町丁 目別 ・年齢別人 口統計表 （平成

10 年度版）」を用い て ，
0 歳か ら 4 歳まで の

人 口数を対象人 口数 と した 。

3 ．各種分析図の 作成

　先に栗原隆史が 行 っ た研究
＊ 4

に よっ て 、本

学付属幼稚園の場合、徒歩による通園は 40
0m 、父母に よる 自動車や 自転車で の 通園で

は 800m 、さ らに通 園バ ス 利用の 場合は 、

5
，
000m が通園の 眼界で あるこ とが分か

っ て い る 。 こ れ らの値を用い て 、 本学付属幼

稚園の 地域の状況と 、 他園 との競合地域の抽

出を行 うこ ととし、数値地図上に本学付属幼

稚園の位置と、 そ の地点を中心 とする半径 4

00m の 円 （以下、 4001n 圏とい う）と、

800m の 円 （以下、 800m 圏 とい う）を

プ ロ ヅ トした 。

3 ． 1 徒歩通園者分析 （1）
　400m 圏内には、 3 つ の 町丁の 部分が含

まれて い る 。 それぞれの町丁に居住する対象
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人口総数 と 、 町丁 面積 と．4　00m 圏に含 まれ

る部分の 面積 と に よ っ て 按分 した対象人 数

（以下 、 按分人 口 とい う）お よび当該町丁 に

居住する園児数、入 園率を示 した 。

町丁名 対象人 ロ 按分人 ロ 園児数 入園率

N町 四 丁 目 240 73 τ1Oj 　5

S町一
丁 目 36 1212too

S町 二 丁 目 72 31 30 ．10

　　　　　　＊ こ こ で入園率は、園児数／按分 人口

　 400m 圏で の 入 園率で は極めて 高い 値 を示

して い る地区があ っ た。 これは、 本学付属幼

稚園の南側で は他の 幼稚園が ない こ とが大 き

な理由で あろ う。 こ の よ うな時には周辺地域

の 年齢構成状況が入 園者数 に直接的に 影響す

る こ とにな る 。 したが っ て 、 400m 圏の 対象

人口 が多い 場合 には 、 効率的な募集活動を行

える 可能性が高い とい える。

3 ． 2徒歩通園者分 析 （2 ）

　 800m 圏で は、 8 つ の 町丁が含 まれ た 。

400m 圏と同様 に 、 町丁 ご との 対象人 口 、

按分人ロ 、 園児数お よび 入 園率を示 す。

町丁名 対象人 ロ 按分人 口 園児数 入園率

0町
一

丁 目 194 27 1 α04

0町二 丁 目 2 1 00 ．00
0 町五丁 目 書62 63 2 α03

N 町三 丁 目 169 45 50 」1

N 町四 丁 目 240 亅55210 ．14

N 町六 丁 目 213 8 00 ｛）0

S 町
一

丁目 36 29 2 α07

S 町 二 丁 目 72 66 8 α 12

通 園圏が大 きな道路 や鉄道 な どに よ っ て分 断

された部分で 、 大 き く入 園率が 変化 して い る 。

3 ． 3 近隣他 園 との競合地分析 （1）
　本学付属幼稚 園の 場合、 400m 圏 に つ い

て は他園 との 競合地域は 生 じなか っ た 。 3 ．

1で 示 され た高い 入 園率は 、 こ の 範 囲で の 他

園との 競合が ない こ とに よる もの と理解で き、

こ の 地域か らの 入 園率をよ り高め るこ とが可

能 と考え られ る。

3 ． 4 近 隣他園 との 競合地 分析 （2）

　 800m 圏で は、他の 2 園との 競合が生 じ

て い る こ とが示 された 。

地 区 町 丁名 対象人 ロ 按分人 ロ 園児数 入園率

2S 町
一T 目 36　 　　 　 18 20 ．11

2S 町 二 丁昌 72　　　　 64 80 ．13

2o 町 こ二丁 目 2　 　　 　　 0 0 0

2N 町 四 丁 目 240　 　 　　 　 0 0 0

A 幼稚園 との 競合地区 （地区 2）

地 区 町 丁 名 対象人 ロ 按分人 口 園児数 入園率

4C 町 一 丁 目 194　　 　 27 1 α04

4O 町 二 丁 目 2　　　　 1 o 0

4N 町 四 丁 目 240　　 　 　 2 0 0

4N 町 五 丁目 209　　　　 19 0 0

　　　 　　 　　 　　B 幼稚園 との 競合地区（地区 4）

　東京都清瀬市の A 幼稚園 との競合が生 じて

い る 地区 （地 区 2 ）で は、新座 市内か らの 通

園者がほ とん どで 、 清瀬 市か らの 通 園者は見

られなか っ た。

　 B 幼稚 園 との 競合地区 （地区 4 ）か らの通

園者はほ とん どい なか っ た 。 鉄道 とい う地理

的地物に よ っ て 通 園圏が狭め られてい るこ と

が よ く分 かる 。

　　図 1 他園との競合地区図

4 ．まとめ

　周辺の 地域状況 に応 じて 所在地 を変えて い

くこ とが不可能な既設 幼稚園は、 周辺状況の

変化 を的確に と らえて、募集活動 を効果的に

実施 して い く必要がある 。 本研究 によ っ て 幼

稚 薗が今後 よ り募集活 動の 対象とすべ き地域

の 特定が できた 。
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